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福島老朽原発を考える会 阪上 武 
 

 法定の一般公衆の線量限度１ミリシーベルトの 20 倍もの被ばくを子どもたちに強いる文科

省による学校の「20 ミリシーベルト」の安全基準が、被ばくを最小限に抑えるために具体的な

措置をとることの大きな障害となっている。これに対し福島の父母たちが不安と怒りを爆発さ

せている。「20 ミリシーベルト」の安全基準撤回を求めるこの間の動きについて報告したい。 
 

■放射線測定プロジェクトと「福島会議」の活動 

 フクロウの会では、事故直後から、グリーン・アクションらと協力して、米国の脱原発団体

NIRS から提供を受けた 10 台の放射線測定器を福島周辺の人に配布する「放射線測定プロジェ

クト」を進めた。その中の１台が、3 月 23 日には震災後に福島市内で立ち上がったばかりの原

発震災復興・福島会議のメンバーに渡った。 

 原発震災復興・福島会議は、学校における測定を進めた。というのは、３月末の時期、地震

後そのまま春休みに入っていた学校において、始業式を予定通り行うのかどうかが問題になっ

ていたからだ。文科省は 3 月 25 日付け通達で、新学期開始の時期について柔軟に対処するよう

指示し、都内の多くの大学などでは、新学期開始を 5 月に延期した。ところが文科省は、福島

県に対しては、直接出向いて、新学期の予定通りの実施を促した。新学期開始を前に、春休み

に子どもを避難させていた家庭で、子どもを呼び戻す動きが各所で生じていた。 

 福島会議による学校での測定により、学校の一部で地面から 10 センチ程度の空間線量が毎時

100 マイクロシーベルトを超えるなど、高い線量が測定された。仮にこの地面が人であれば、

除染が必要とされるレベルだ。福島会議はこの結果に基づいて、福島県に対し、3 月 31 日付け

で新学期の延期と避難の促進を要請した。この時期、福島、郡山、いわきなど各所でさまざま

な団体が同様の要請行った。これに対し福島県は、新学期をあくまで予定通り実施するとしな

がら、県内の学校で一斉の測定を行うこと、国に対し学校の安全基準を明確にするよう要請す

ること、各学校に放射線測定器を配置することを表明した。 

 

■福島県による学校の測定結果 

 県内 1400 校以上の学校での測定は 4 月 5～7 日に行われた。始業式は 4 月 6 日前後に行われ

たところが多く、測定は子どもたちを通わせながら実施したことになる。この測定は県内全域

の初めての一斉測定であり、これにより福島全県の汚染状況が初めて明らかになったが、それ

は驚くべき結果であった。 

 事故後、放射能が最も大量に出たのが３号機が爆発した 3 月 15 日だが、このとき吹いていた

南西の風に乗って運ばれた放射能は、飯舘村周辺で雨や雪で落ちて地面に沈着した。放射能雲

はさらにその延長の福島市方面に進み、山にぶつかった後、南に進路を変え、二本松、郡山か

ら白河に至る中通りを縦断したと見られる。いずれも 30 万人近い福島市、郡山市を含む中通り

の汚染は、南相馬市やいわき市よりも激しい状況にある。 

 福島県による学校の測定は、各学校を短時間でまわるため、校庭の中央一箇所だけであり、

線量の高い園庭や側溝まわりでは行っていない。それでも各所で高い線量が計測された。福島
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会議がまとめたところでは、空間線量が毎時 0.6 マ

イクロシーベルトを超える学校が全体の 76％以上、

2.3 マイクロシーベルトを超える学校が全体の 20％

を超えた。 

 毎時 0.6 マイクロシーベルトは「放射線管理区域」

に相当する線量だが、本来ならば、放射線マークを

掲示し、線量計による被ばく管理を行わなければな

らい。この中での 18 歳以下の労働は禁じられている。

福島市内に限れば実に 96％の学校で放射能マーク

の掲示が必要な状況であった。さらに毎時 2.3 マイ

クロシーベルトは、この環境下に１年いると、外部

被ばくだけで原発労働者の線量限度の年平均値に匹敵する 20 ミリシーベルトを浴びてしまう

線量だ。 

 福島会議はこのような県の測定結果をまとめ、当面の休校措置、避難疎開の促進、除染の実

施を求める「進言書」を 4 月 17 日に県と国に提出した。 

 

■国の回答は線量限度の 20 倍もの線量を子どもたちに浴びせるというもの 

 その 2 日後の 4 月 19 日には、文科省が、福島県から要請を受けていた学校の安全基準につい

て通知を出した。これが子どもたちに年間 20 ミリシーベルトまでの被ばくを容認するものであ

った。文科省はその場合の学校の空間線量を、屋外に８時間、線量の低い屋内に 16 時間いると

の想定で毎時 3.8 マイクロシーベルトと計算し、これ以下では校庭の使用を含む通常の学校生

活に制約はなく、何らの措置を講ずる必要はないとした。 

 毎時 3.8 マイクロシーベルトは、放射線管理区域レベルの実に 6 倍以上、そこに居続けた場

合、年間で 30 ミリシーベルトを超える線量を浴びることになる。しかも文科省は、13 校ある

毎時 3.8 マイクロシーベルトを超えた学校についても、休校ではなく、校庭の使用を１時間に

制限しただけである。 

 飯舘村では計画避難となる同じ 20 ミリシーベルトの基準が、近接する福島市ではそれを超え

ても学校の校庭で子どもたちが遊んでも構わないという。それだけをとっても不可解な通知だ。 

 この通知が学校現場に何をもたらしたか。三春町教育委員会は、4 月 20 日付けで学校長に文

書を出し、これまで校庭の使用を控えていたが、安全基準が示され、三春町内で基準を超える

学校がなかったことから、今後は校庭を使用するとした。被ばくを抑えるための措置をやめ、

子どもたちを積極的に外に出して被ばくさせるということが、県内各所で行われたのである。 

 こうした中、福島県内のお母さんお父さんたちの不安と怒りが蓄積する。放射能について子

どもへの影響を心配し不安を学校に訴えても、県のアドバイザーは大丈夫だと言っている、心

配しているのはあなただけだと言われ、孤独に苛まれていた。県のアドバイザーは、100 ミリ

シーベルト以下は安全だ、雨に放射能は含まれていない、野菜は洗えば問題ないなどとふれて

まわり、放射能の危険性を訴えることがタブー視される雰囲気がつくられていた。 

 

■福島の親たちが立ち上がった 

 安全基準が示されたあたりから、フクロウの会のブログのうち「進言書」を掲載したページ

にコメントが続々とよせられるようになった。「今までアドバイザーが安全だというのを信じて、

５月１日 「子どもたちを放射能から守る

福島ネットワーク」結成集会 
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逃げたい気持ちを抑えてきました」「子どもをもつ親は子どもを連れて避難したいと思っている

のです」「子どもを守るために、お父さん、お母さん、立ち上がりましょう、私たちが動かなく

ては誰も子どもたちを守ってくれないのです」…コメントは主に福島、郡山の親から、数日の

うちに 500 件を超えた。 

 こうした声に押され、フクロウの会と福島会議の共催で、子どもたちを放射能から守るため

の集会を福島市で開催した。二度の集会に 300 名以上の父母たちが集まった。不安と怒りを共

有できる場を与えられ、堰を切ったように各々が胸中に溜めていた思いをしゃべり続けた。 

 5 月 1 日の二度目の集会は、小佐古内閣参与が辞任した直後であり、20 ミリシーベルトに対

する批判は福島でも公然のものとなっていた。父母たちは不安と怒りを吐露するだけでなく、

子どもたちを放射能から守るための具体的な方策について議論した。その場で「子どもたちを

放射能から守る福島ネットワーク」が結成され、避難の斡旋、自主的な測定と除染活動、県の

安全宣伝批判などについて、プロジェクトチームに分かれての活動が始まった。子ども福島ネ

ットの初仕事は、翌 5 月 2 日に国会議員会館で首都圏と全国の市民団体が結集して行われた対

政府交渉に出向き、子どもたちに 20 ミリシーベルトの被ばくを強要する安全基準の撤廃を要請

することであった。 

 

■全国から結集しての対政府交渉 

 グリーン・アクション、美浜の会、フクロウの会、FoE Japan が中心となって進めてきた対

政府交渉は、この 20 ミリシーベルト問題では 4 月 21 日と 5 月 2 日の二回行われた。4 月 21 日

の交渉では、文科省も原子力安全委員会も質問に対してまともに回答できる担当者ではなかっ

たため、猛抗議をした結果、5 月 2 日の交渉が設定された。文科省は次長クラスが出てきた。 

 交渉には 350 人が詰めかけ、福島からも 10 名が参加した。土を持参し、そこに放射線測定器

を当てると、カリカリと鳴り続け、値は毎時 30 マイクロシーベルトを超えた。文科省の次長が

「これは汚染が高い地域の土ですか？」と聞くと、福島の方は「いいえ、これはあなた方が安

全だと言った学校の校庭の土です、どうぞお持ち帰りください」と切返した。 

 交渉では、自治体が独自に進める除染作業について文科省が「ブレーキはかけないが、やる

必要はない」と回答し、20 ミリシーベルトの基準にこだわる姿勢をみせた。これに対し、原子

力安全委員会は、意を決したように「20 ミリシーベルトは基準として認めていない」と発言。

会場からどよめきの声があがった。決定過程にかかわった専門家の中で、この 20 ミリシーベル

トを安全とした専門家はいなかったとも。 

 その後、国会では、文教科学委員会でほとんどの議員が 20 ミリシーベルト問題を質問するな

ど、社民、民主、自民、公明他、与野党問わずこの問題で政府に対する批判が集中した。私た

ちも議員回りを続ける一方で、20 ミリシーベルト撤回を求めるオンライン署名を呼びかけた。 

 5 月 13 日に開かれた民主党の勉強会には、40 名近い議員が集まり、「20 ミリシーベルト」の

撤回を迫った。そこで文科省の局長クラスの審議官は、「20 ミリシーベルトが基準ではない、

3.8 マイクロシーベルトが基準だ、その場合の実際の被ばく量は 9.99 ミリシーベルトだ」など

と言い始めた。そもそもそのような想定に無理があるし、10 ミリシーベルトを切ればいいとい

うものでもない。 

 「20 ミリシーベルト」は文科省の一部役人が暴走し、高木文科大臣はじめ政務三役、そして

管首相や枝野官房長官が意固地になっているだけだという状況があらわになるところまで追い

詰めた。あと一歩だ。5月 23 日には文科省行動が行われる。福島からバスをしたてて父母たち

が参加する。これに最大限結集して 20 ミリシーベルトを撤回させよう。 


